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総 務 警 察 委 員 会 記 録

開催日時 平成２８年９月１３日（火） １３：０３～１５：３７

開催場所 第１委員会室

出席委員 ９名

奥山 博康 委員長

山本 進章 副委員長

亀田 忠彦 委員

猪奥 美里 委員

松本 宗弘 委員

川田 裕 委員

中野 雅史 委員

荻田 義雄 委員

山村 幸穂 委員

欠席委員 なし

出席理事者 一松 総務部長

長岡 危機管理監

村田 地域振興部長

山本 南部東部振興監

本 観光局長

安田 警察本部長

髙井 警務部長

大久保 生活安全部長

福田 刑事部長

今谷 警備部長 ほか、関係職員

傍 聴 者 ３名

議 事

（１）９月定例県議会提出予定議案について

（２）その他

〈質疑応答〉
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○奥山委員長 それでは、ただいまの説明、報告、またはその他の事項も含めまして、質

疑があればご発言願います。

○山村委員 では、２点質問させていただきます。

最初に、防災対策についてです。今年起こりました熊本地震では大変大きな被害となり

ましたが、最初の揺れよりも後のほうが強い揺れが来たことや震度７といわれる揺れが２

度にわたり起こったということ、また、熊本市や阿蘇地域、大分県と、震源地も次々広が

っていくということで、これまでになかった地震となったと言われております。気象庁も

過去にこういう記録はなかったと、予測は不可能だったと言われておりますが、データが

残っている期間は、わずか１００年ぐらいですので、どのようなことも起こり得る可能性

があると私たちは考えていかないといけないのではないかと思います。

そこで伺いたいのですが、今回の熊本地震を受けて、県の対策について、今後どういう

点を強化すべきとお考えになっていらっしゃるのか、まず伺いたいと思います。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） 熊本地震を受けて、いろいろな課題がでて

きたところです。まずは防災計画の修正を行おうと考えています。主な内容としては、受

援でいろいろな不都合といいますか、物資も含め、人材のこともありましたので、そちら

のマニュアル等をつくるなどして対応していきたいと考えています。その他、市町村の被

災状況、被災者の被災支援がうまくいかなかったこともありますので、それらの課題も含

め、まずは防災計画を見直したいと考えています。以上です。

○山村委員 さまざまな課題が浮き彫りになっていると思いますので、県としてもぜひ教

訓にしていただいて、今防災計画の見直しを言われましたが、とりわけ現場での手当てが

きちんとできるよう、その点をお願いしておきたいと思います。

その中で、改めて見直していただきたいと思う中に、個人の住宅の耐震化の問題がある

と思います。多くの方の命が失われた住宅の倒壊ですが、奈良県の被害想定などを見まし

ても、死者の約９割が建物の崩壊によると想定されているということで、重点的な課題に

上げられていると思っているのですが、ただ、住宅改修の県の支援策もありますが、それ

を使って改修を進めておられるという状況は遅々として進んでいないと思うのですが、そ

の辺のことについて、具体的には建築、県土マネジメント部になるのかもしれないのです

が、総論的に、どのような対策を立て、今後どのように進めていこうと検討されているの

か、伺いたいと思います。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） 今、山村委員がお述べのように、奈良県で
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は奈良県耐震改修促進計画を定めております。これはまちづくり推進局において定めてい

るわけですが、この計画に基づき、セミナーを開催したり、耐震診断等いろいろ条件はあ

るのですが、耐震改修の補助制度を整えるなどして、耐震を進めているところです。一方、

自宅ですぐにできる地震への備えとして、家具の下敷きになるのを防いだり、落下してき

た食器でけがをしないといったような広報について、平成２８年９月の「県民だより奈

良」でも特集を行い、県民に呼びかけています。今後とも継続的に啓発に努めたいと考え

ています。以上です。

○山村委員 耐震がなかなか進んでいかないという問題の大きな理由の一つとしては、診

断をされる方は結構いらっしゃいまして、年間の実績を見ても、木造住宅の耐震診断、改

修の実績ということで、平成２６年度でも診断をされたのが２１８件ありますが、実際に

改修をされるのは４６件ということで、実際にはできないという状況がある。その背景に

は、やはりお金が非常にかかるという問題があるのではないかと思います。他府県の状況

を見ましたら、耐震改修を実施する人が設計や工事に要する費用を一時的に代理してもら

える制度をつくっているところや、あるいは倒壊しないまで耐震改修を一度に全部進める

ことはできないけれども、第１段階で、ある一定レベルまでの改修を進めていくことを支

援するような制度をつくるなどして、非常に工夫して進めておられるという状況がありま

した。ぜひともそういうことも工夫されて、命の安全を守るという一番大事なところを進

めていっていただきたいと思っております。これは課が違うと思いますので、要望とさせ

ていただきますので、その点、今後考えていただきたいと思います。

それから、第２点目ですけれども、熊本地震ではエコノミー症候群などで関連死が非常

に多発していたように思います。その大きな原因の中で水分の不足ということも言われて

おります。飲料水や生活水の確保が非常に重要なことだと思いますし、また避難所では手

洗いやトイレのお水など、衛生管理についての生活水の不足も非常に重要な問題ではない

かと思います。奈良県では大規模な地震が起こった場合に、他府県からの救援がおくれる

可能性があるということで、少なくとも１週間分の飲み水を個人できちんと用意しなさい

と啓発が行われていると思うのですが、それは非常に大事なことで、各家庭でそういう飲

み水を確保しておく備えが大変重要なことだと思いますので、そのような啓発を強めてい

ただくことは大変必要なことだと思っておりますが、同時に災害時に孤立するおそれがあ

る場合に、飲料水あるいは生活水を日常的に確保できる対策を強めておく必要があると思

います。そういうやり方として今注目されているのが、雨水を貯留して、それを災害時に
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一定ろ過して使う、あるいは生活用水でしたらろ過しなくとも使える場合もありますので、

避難所などに雨水貯留の施設をきちんと備えておいて、災害時に水がすぐ来ない場合でも

きちんと手当てができる対策が必要ではないかと思うのですが、こういうことも含めて、

お水の確保、この点について、主に避難所ですけれども、県としては、どのように推進さ

れていくのかをお伺いしたいと思います。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） 避難時におきます飲み水と生活用水の確保

は大変重要だと思っています。トイレの水なども不足しますので、雨水の貯水設備ととも

に検討する必要があると思いますが、その施設が、避難所で日常的にどう使われているの

かといったことも検討の材料になるかと思います。また、その水道管を太くして、使いな

がら水道管自体にためる方法もありますので、さまざまな方法があるかと思います。

避難所については、市町村に避難所の指定が義務づけられており、また生活環境も改善

するようにと、市町村に義務づけの呼びかけが進められているところです。県においても、

被災者の良好な生活環境の確保のために、施設の充実強化に努めるよう働きかけたいと考

えています。

○山村委員 市町村が実施される避難所の運営ですけれども、その整備も含めて市町村の

課題になっているわけなのですが、市町村任せではなくて、県としてできる支援も考えて

いただきたいと思っております。以前にもお聞きしたことがあるのですが、例えば太陽光

発電で被災時にすぐに電気が供給できるような施設を避難所に設置をするのに県が支援で

きないのかとお伺いしたことがありますが、そのための補助制度などもあったように思う

のですが、水についても、各避難所でそういうことができるということを県としても何ら

かの補助、手当てをしていくやり方をとっていただきたいと思っております。これも今後

の検討ということで考えていただきたいと要望しておきます。

それから、もう１点お伺いしたいのですけれども、広域防災拠点の整備と消防学校の建

てかえについてであります。消防学校については、私も現地視察をさせていただきまして、

大変老朽化が著しいということで、一刻も早い建てかえが必要な状況になっていると、現

場でお話もお聞きしましたし、県も、そのことについては既に検討を始められていると聞

いています。この整備は早く進めなくてはならないと思うのですが、いつごろまでに着手

できるのか、進捗を伺いたいと思います。同時に、消防学校が建てかえられる場所として

想定される広域防災拠点ですけれども、このほど県では拠点の場所、どこがいいかという

ことで地域の選定がされたと聞いているのですが、この点についての実現のめどについて
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も伺いたいと思います。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） 消防学校の建てかえの件ですが、決して消

防学校は最新の施設ではなく、建てかえが必要というのは認識しています。それとあわせ

て防災拠点も重要ですので、大規模災害時に県内の迅速な応援を受けるためには自衛隊と

警察、消防のベースキャンプが必要になりますので、それらと支援物資等を受け入れるよ

うな広域防災拠点も必要であると思っています。平時の活用も考えましたら、消防学校を

核にして防災拠点を設置するのが有効であると考えておりますので、広域防災拠点につき

まして、いろいろ検討を進めているところです。そのための調査の候補地として、今、山

村委員がお述べのように、平成２７年度には五條市で２カ所を選定していましたが、平成

２８年度に県と五條市により、その調査候補地の優先順位を決めたところでございます。

この優先的になっています候補地を基準として、消防学校を中核とする広域防災拠点の整

備のための調査、基本構想等を今後進めることにしています。こういう状況ですので、消

防学校の建設時期がいつになるかは、まだ申し上げる段階にはございません。

○山村委員 いつできるかは言えないけれども、既に候補地としての優先順位が決まった

ということで、近々そのことについての調査が始まって、そこでの整備も含めて準備にか

かるというのが今の段階ということですね。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） そうでございます。

○山村委員 ということは、ここでは、いつ実現かはわからないけれども、その計画を進

めていくことについては、間もなく、もう今年度に始まっていくと理解したらいいという

ことですね。

○辻知事公室次長（防災統括室長事務取扱） まだこれから調査し、基本構想を決定する

段階ですので、その具体的な場所、工事など、そういうことはまだ決まっていません。

○山村委員 場所というか、これから調査に入るけれども、一定の方向は出ていると理解

していいのでしょうか。

○長岡危機管理監 優先順位はつけましたけれども、当然その土地の買収等に係りまして、

相手方のあることですから、今の段階で相手にそこまで話が行っているわけではありませ

んので、辻知事公室次長が申し上げましたように、これから先、どういう進み方をするか、

今の段階ではっきり申し上げられないということでございます。

○山村委員 わかりました。

○川田委員 先日は資料をお出しいただきまして、ありがとうございました。「国民文化
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祭に関する質問への回答」という文書を提出いただいたのですが、数点確認をさせていた

だきたいと思います。

まず１点、奈良県とは区別される団体であると書いてあるわけですが、これはどういう

趣旨で別の団体と言われているのか、その点、お聞かせいただけますか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 提出しました資料に記載していますとおり、

この実行委員会は、その委員の大部分が市町村長及びマスコミ・交通事業・旅行業等の各

種団体の代表者など、県職員以外で構成されています。時期も、平成２７年８月から国民

文化祭が終了します平成３０年３月までの一定期間存続するということで構成されていま

すので、こういう理由で県とは区別される団体であると考えています。以上です。

○川田委員 それはこの間も説明されていたのですが、どうしてその理由をもって別の団

体と言えるのか、その根拠をお答えいただけますか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 繰り返しになりますが、要するにメンバーが

ほとんど県職員以外の者であるということと、組織として総会という意思決定機関も持っ

ていますし、いろいろな運営や内部規程等を県とは別に持っていますので、そういう意味

で別の区別された組織であると考えています。以上です。

○川田委員 権利を持たない団体として取り扱っておられるということなのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 言い方としてはそういう言い方かもしれませ

ん。中身としては今言いましたように、まさに別の区別された組織であると考えています。

以上です。

○川田委員 それだけの説明であれば説明になっていないと思うのです。今述べられた内

容だけで別の団体と言えるのでしょうか。言えないと思うのですが、その点いかがですか。

○石井地域振興部理事 ただいまのご質問にお答えしますが、繰り返しの部分も出てくる

と思いますが、私どもとしては、先ほど申し上げましたとおり、県の職員と違うメンバー

がいて、存続する期間中、団体としての組織を備えているということで、県の内部の組織

ではなく、別の組織であると理解しているということです。

○川田委員 別の組織と言い切られるのであれば、県はそう主張されているのでしょうが、

では、どうして県の職員が別の団体に関して、仕事もされて、お給金も県で払っている、

職務専念義務も免除されていない、これはなぜなのですか。

○枡井総務部次長（人事課長事務取扱） 地方公務員法第３５条の職務に専念する義務に

ついて説明をさせていただきたいと思います。地方公務員法第３５条では「当該地方公共
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団体がなすべき責めを有する職務にのみ従事しなければならない」と規定されています。

このなすべき責めを有する職務に、実行委員会の業務が当たるかどうかがポイントになろ

うかと思いますが、地方公共団体が文化事業等を主催するようなとき、また共催も含めて

するようなとき、権限ある機関が適法にその協賛や協力を決定した限りで、その事務もな

すべき責めを有する職務に含まれるものとされています。

国民文化祭の開催については、国の要綱の中で、開催地の県は国民文化祭県実行委員会

を組織するとされておりますとともに、平成２６年には開催地に名乗りを上げた際に県と

して実施することを意思決定し、平成２７年に文化庁において、奈良県が開催することが

決定されたものでございます。

以上のことから、今説明申し上げました、県とは区別される団体である実行委員会の業

務は県がなすべき責めを有する職務として、職員は職務専念義務の免除を受けることなく

実行委員会の事務に従事しても問題はないと解されると考えています。

○川田委員 いや、別団体だと言っておられるのでしょう。今の理由であれば別団体に当

たらないでしょう。判例でもそう出ています。だから、別団体と言われているけれども、

いやいや、人事は構わないのだというのと、また今回出していただいた「国民文化祭に関

する質問への回答」、この人事に関しても、先日も質疑をさせていただきましたが、ここ

では「平成２２年３月３１日付け人事課長通知に基づき、当該通知における法人格を持た

ない団体の事務の業務に従事する場合を該当とするものとして、職務命令による事務従事

と取り扱っている」と。その後、関係資料ですかね、平成２２年３月３１日付人第４８２

号の文書によって、勤務時間中に団体の業務に従事する場合の服務についての通知が添付

されてあるわけです。県の業務と同一と認められ、職員が上司の指揮命令、監督下で当該

団体の業務に従事する場合、いわゆる同一団体ではないですか。それを別団体だとおっし

ゃっているのですよ。人事の言われることはわかるのですが、言っていることが矛盾して

いるので、どちらなのですかと聞いているのです。

○一松総務部長 今、ご指摘の点ですけれども、総務部に関することでお答えするわけで

すが、今の人事課長通知に法人格を持たない団体の事務であってと書いてあるということ

は、その上で同一と認められると書いてあるわけですが、法人格を持たない団体というの

は区別される団体を当然含む概念だと思っています。

○川田委員 言われている意味がわからないのですが、税金で職員は仕事をしていただい

ているわけです。職務専念義務というものが地方公務員法の中にあるわけです。だから、
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県が行う事業の一体となすものに関しては、別に職務専念義務を免除しなくてもいいと裁

判判例でも出ています。今回、それを免除していないわけでしょう。ということは、これ

は同一とみなすものに入ってくるではないですか。だけれど、全く別団体だと言っておら

れるでしょう。

もう１点、聞き方を変えますが、法人格を持たない団体の場合はいいと書いていますが、

なぜ法人格を持っていなければいいのですか。人事課長通知は法律ではありませんから、

法的根拠を示していただきたいと言っていたのです。今回お出しいただいた文書の中には、

その根拠が書いていないのです。だから、法人格を持たない団体がどうして職務専念義務

を免除しないで、県がそれを行っていいのかと聞いているのです。「法人格を持たない団

体の事務の業務に従事する場合を該当するものとして、職務命令による事務従事と取り扱

っている」と書いていますよね。どうして法人格を持たない団体、この一言だけでそうい

うことを決められるのですか。その法的根拠をおっしゃっていただけますか。

○枡井総務部次長（人事課長事務取扱） 法人格を持つ団体というのは、その法人で業務

が定められていますので、ここで言っているのは法人格を持たない団体の事務であって、

団体において県の業務と同一と認められると、ここで切り分けていると考えています。

○川田委員 いやいや、だからその説明からいけば、何の法的根拠があるのですか。では、

県の職員が法的根拠もなしに、勝手に人事課長がそういうことを決めれるのですか。だか

ら、根拠を言ってくださいと言っているのです。自分の気持ちを言ってほしいと言ってい

るのではなくて、根拠を言ってください。判例でもいいし、法令でもいいし、その根拠を

おっしゃっていただけますか。

○枡井総務部次長（人事課長事務取扱） 地方公務員法第３５条の解釈について、参考書

等の文献を用意していますので、お許しいただければ配付させていただきたいと思うので

すが、委員長、いかがでしょうか。

○奥山委員長 一回見ましょう。

お配りします。手元に行きましたか。枡井総務部次長、これの説明を。

○枡井総務部次長（人事課長事務取扱） 資料の右側は、「逐条地方公務員法」橋本勇著

の参考書です。左のほうも同じこと書いていますが、質疑応答で、行政が編集したもので

すが、質疑応答を見ていただければ早いかと存じます。

この「問」ですが、各種イベントでの地方公共団体職員の事務従事というのがありまし

て、お時間をとらせますが、読ませていただきます。「各地で地方公共団体主催のイベン
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トが行われている。地方公共団体だけで主催するのではなく、」とあり、「この『実行委員

会』が主催するイベントに、全庁的に事務分掌にかかわりなく、人員を各部に割り当て、

職務命令として職員を事務従事させることは可能か」という質問です。線引していますが、

「『実行委員会』の業務に地方公共団体の職員の事務従事が可能かどうか」と書かれてい

て、「地方公共団体が博覧会、展示会、文化事業等を主催又は共催するとき、権限ある機

関が適法にその共催や協力を決定した限りで、その事務も『なすべき責めを有する事務』

に含まれるものと解されております。」。これについては、地方公務員法第３５条の解釈で

あると考えています。最後に、「職員が『実行委員会』の主催するイベントに事務従事す

ることは可能ということになります。」と書かれていて、これが地方公務員法の解釈であ

るとご理解をいただきたいと思います。

○川田委員 いや、ここは本当に簡単にしか書いていないのですけれどね、解釈論は。こ

の部分は、県の事務としてそういったものをやるとして、一体の事業であればいいと書い

てあるのでしょう。読んですぐわかったのですが。それと今回のこの実行委員会は、意味

が違うではないですか。一体とみなすということは別団体ではないとしてみなすという意

味でしょう。それがなければ、先ほども言っていましたが、法人格を持たない団体であれ

ば何でもいいのですか。もっと細かく、いろいろあるでしょう。ただそれだけでいいのだ

と決めてしまっていますが、そのような解釈は、普通はないです。

なぜかというと、最高裁の判例でも出ていますが、そういったものが別の団体と言える

場合は、権利能力のない社団ということになってくるでしょう。ということは、先ほど平

田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長も答弁で言っておられましたが、構成委員の変更に

もかかわらず団体そのものが存続し、そして、その組織によって代表の方法、総会の運営、

財産の管理、団体としての主要な点が確定しているということです。だから、この条件が

そろっていれば、権利能力のない社団として認められるということです。今回の場合は、

これとは違うでしょう。なぜなら、知事が代表と決まっているわけでしょう。構成委員の

中で互選して決めるのですか。違うではないですか。実行委員会という団体の財産管理は

どうなるのですか。普通の企業であれば、そこで財産管理をやって、解散するときはすべ

て分けるではないですか。財産を委員みなで分けるのですか。違うでしょう。これは、全

く県が主導権を持った実行委員会ではないですか。名古屋高裁でも出ているではないです

か。今回、予算の計上の段階で知事が公益上必要と判断し、地方自治法第２１１条の規定

に基づき、当該実行委員会に対する負担金を含めた予算を調製して出しているのでしょう。
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実行委員会の負担金の支出は県の予算執行として行われた。県の所管課が担当している。

そして、本庁舎、または別棟でもいいのですが、これを使用することについて、目的外使

用の許可申請は必要とされているのですか。されていないでしょう。実行委員会の事務局

をやりなさいという県からの辞令交付は出ているのですか。あれは課でしょう。国民文化

祭・障害者芸術文化祭課をつくっているのでしょう。その辞令交付は出ているけれども、

実行委員会の事務局をやりなさいという辞令交付は出ているのですか。辞令交付が出てい

て、それをやるのもおかしいのですけれどね。そういったもろもろの職務専念義務の免除

も受けていない。これは完全に、「本件各委員会の事務に従事し、県から給与と手当の支

給を受けている。」、そうではないという名古屋高裁のいろいろな条件が出ているのですが、

これに当てはめていけば全部違うではないですか。その場合は、「単なる本件各委員会の

構成員にすぎないということはできず、一定の距離を保ち対等ないしは独立した位置にあ

ることを前提にして、互いに協働するといった関係にもないものであって、これを裏返せ

ば、本件各委員会は県の事務執行の一方法たる存在である」という判決も出ています。こ

れは別団体とは言えないという結論になるのではないですか。そうでないと成り立たない

ではないですか。別団体と言っているけれども、給料等そういったものや、意思決定、こ

れは県の予算書にも載っているではないですか、重要施策にも載っていたでしょう。これ

は県の事業ではないですか。その点いかがですか。

○石井地域振興部理事 川田委員が説明いただいた名古屋高裁判決は、恐らくですけれど、

もし違いましたらまたご指摘いただけたらと思うのですが、平成１５年１２月２５日、名

古屋高等裁判所、平成１４年（行コ）第９号実行委員会文書非公開処分取消請求控訴事件

のことですね。ここで論じられていますのは、岐阜県情報公開条例において、実施機関の

職員が職務上作成し、又は取得した文書で、実施機関が管理しているものに、岐阜県の各

実行委員会の文書が当たるかどうかが争点になったものです。県と実行委員会が別の団体

であるか否かを直接争点としたものではございませんので、この判例をもって当該事案以

外の、県と実行委員会が別団体であるかどうかを否定したものではないと理解しており、

この点については、私どもも、それでいいかを弁護士等にも確認したところです。

○川田委員 昭和３９年１０月１５日の最高裁第一小法廷で判決が出ています。これは先

ほど見た権利能力のない社団ということで、これに当てはまらない条件と、名古屋高裁の

こういったものももろもろ当てはめられて、よく県は違う団体がどうのこうの言われるの

で、違う団体を調べてきたのですが、大体既にそういった注意事項等々を、今現在では各
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都道府県の監査でも出されています。奈良県の監査とは全然意見が違うのですが、まずは

権利能力のない社団として認められる４要件というのがありまして、団体として組織をそ

なえていること、多数決の原則が行われていること、構成委員の変更にかかわらず団体が

そのまま存続すること、代表の方法、総会の運営、財産の管理、その他団体としての主要

な点が確定していること。ここで問題は財産の管理です。今回の実行委員会は、先ほども

言ったように、余れば財産をみなで分けれるのですか、分けれないでしょう。予算書にも

載っているし、主要施策としても位置づけられているではないですか。それを別団体だと

いう弁護士の見解をそのまま出してくれればいいではないですか。意思決定過程論という

のは本当は出さないといけないでしょう。いつも弁護士の相談でも隠されますが、出して

ください。

それと、きょう、午前中に行政文書情報公開請求をしていた平成２７年度の収支決算が

出てきましたが、収支決算報告書において、奈良県負担金で収入として入っているのが１，

３３１万３，６５３円、これは返還した分は差し引いていますが、なぜ返還されているの

ですか。収入は、１，３９２万８，０００円あったのでしょう。そのうち６１万４，３４

７円が３月３１日に奈良県に返還されているのですよ。なぜ返還するのですか。別団体な

のに、県のコントロール下にあるではないですか。そうではないのですか。何かそういう

取り決めがあるのですか。それと、平成２７年度第３２回国民文化祭奈良県実行委員会の

決算報告書の決算額は１，３３１万４，５１１円です。１００％県のお金ではないですか。

判例の中でも、これは一定の割合ということで出ています。最高裁の判例でも、その割合

が計算されています。８５％ぐらい出ていれば、それはもうそこが主体だとなっているわ

けです。大体、株式を考えればわかるではないですか。株式を半数以上持っていれば決定

権があるわけでしょう。これは知事が会長を務めるということで決定もされている、金額

も全部県負担である。１円すらほかの団体からは入っていないではないですか。これをど

うして別団体と言えるのかということについて、法的根拠を持って言ってください。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 平成２７年度の負担金の返還については、当

初事業費につきまして、事業計画等、年度内に作成する計画でしたが、実際３月２４日の

実行委員会総会で事業計画を決定していただきましたので、年度内に製本印刷等をするこ

とが無理になったことで、実際やろうと思っていた事業ができなかったことで６０万円余

りについて使わなくなったことで、県に負担金を変更申請して返させています。

また、１００％県の負担金で成り立っている実行委員会であるという指摘ですが、昨年
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度、それから今年度については準備期間ということで、実質的には１００％県の負担金だ

けになっていますが、今年度後半にかけて、来年度に向け、実際事業をするに当たっては、

企業や県内の団体、あるいは県外も含めて、いろいろなところから協賛金をお願いしよう

と思っています。他府県においても、同じように実施年度については協賛金等を含めて実

施していますので、そういう意味では準備段階では１００％県の負担金かもしれませんが、

実施の段階では協賛金等、ほかからの支援金額も入れながら実施をしていくことで、最終

的に実行段階では県の負担金だけではないということです。以上です。

○川田委員 ほかに協賛金を集められるのか知りませんが、主体は奈良県でしょう。だか

ら、聞いているのが、協賛金を集めるのです、だからいいのです、だったらなぜいいので

すか、その根拠を言ってください。裁判判例でもみな真逆のことを書いているではないで

すか。なぜいいのかを説明してください。大丈夫なのですはいいのです。大丈夫であれば

大丈夫でいいのです。だけれど、納得できないから聞いているわけであって、なぜその説

明で大丈夫なのですか。ことしも１００％出資して、全部県がやっているではないですか。

なぜ職員のお給金、職務専念義務の免除もないのですか。そこが言っていることが相反し

ているのです。だから、別団体だと言うのであれば、なぜ法人格を持たない団体だといい

のだということです。その辺で任意団体をつくれば、県はそのようなことをやってくれる

のですか。法人格を持たない団体をつくれば、それを全部県がやってくれるのですね。法

のもとの平等でしょう、職務専念義務免除をしないでやるのですね。先ほどの情報開示の

もので違うと言いましたけれども、ここは趣旨が書いてあるので、弁護士にも聞いていま

す。だから、ここに書いているように、県が職務専念義務の免除を受けることなくそれを

やっているというのには理由が要るわけです。ただ単に命令だけではできないではないで

すか。だから、理由があってそれでいいということでやっているわけでしょう。

今回でしたら、国民文化祭は県主催、県が文化庁に手を挙げて、やりますと。国から負

担金も受けているでしょ。県は、今回、県費もあると思いますが、そのお金をもってやっ

ているわけでしょう。だから、県も課までつくって、職務専念義務を免除しないで、この

仕事は県の仕事だから、県の事業だから、それに従事しなさいという命令が出ているでは

ないですか。辞令が出てやっているわけでしょう。それがなぜ別団体になるのですか。名

称が違うだけの話で、実態は同じことではないですか。職員は、県の事業をやるためにや

っておられるわけでしょう。そこを判例では言われているのです。それをもって、最高裁

の、少し古くなっていますが、権利能力のない社団ということで、それに値するのかどう
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かということで、これも全部県がお金を出してやっているのですよ。その余ったお金、持

った財産、解散するときにそこの委員で全部分配するのですか、そうではないでしょ。

だから、解釈としては、名前は別かもしれませんが、これは県の事業としてみなされる

ということではないかと思います。そうでなければ、法的根拠、法理論理をもって説明し

てくれないと、ただ単に、いやいや、大丈夫ですと言われても、一切意味がわからないと

いうことなのですが、いかがですか。

○石井地域振興部理事 済みません、少し整理をさせていただきたいと思いますので、お

時間を頂戴できますでしょうか。

○川田委員 １週間ですかね、前回の総務警察委員会から、もう大分なります。時間はあ

ったわけですから。

県の事業として、職員も出してやっているので、私はそれでいいと思うのです。そうで

なければおかしいではないですか、できないではないですか。こういう人事課長通知があ

ったからと言われても、人事課長通知が正しいかどうかわからないではないですか。裁判

判例等と比べれば、この解釈は多分間違っているのです。それから考えれば、課まで設け

て、別にそれはそれでやっておられるのだから、それでいいと思うのですが、なぜ別団体

と言ってしまわなければいけない理由があるのだと。全部お金を出して、全部職員も派遣

して。だから、法的論理をもって違うと言われるのであれば、おっしゃっていただければ

ということを言っているのです。

○一松総務部長 まず、総務部に関する部分についてお答えさせていただきたいのですが、

先ほど資料でもお配りさせていただいたとおり、この実行委員会の業務に地方公共団体の

職務として事務従事が可能ということで、私どもとしては、そういう人事課長通知を出し

ているということで、そういう意味では別の団体であっても、こういう法令解釈にのっと

って従事することが可能だと思うのですが、恐らく川田委員のおっしゃっていることは、

多分どこまで別なのだということではないかと思っています。

それで、別の程度ですが、全くもって別の団体で、全く違う業務をやっている場合です

と、職務専念義務の免除のようなものが当然必要になってくると思っていますが、当該ケ

ースについては、そこまでのものではなくて、今の人事課長通知の範囲内で、また適法な

対応として、職務専念従事ができると思っています。結局、それぞれの法令の趣旨にのっ

とって解釈されるべきであって、川田委員がご指摘の名古屋高裁判例の場合は、岐阜県情

報公開条例において、まさに県の職員が実行委員会の書類を持っていないとして、非開示
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にした事案だと思うのですけれども、そういうことについて、岐阜県情報公開条例の趣旨

に照らして、非開示にしたことは不適当だと判示がなされたものであって、それぞれの法

令の趣旨にのっとって、どの程度別であることが必要とされていたかのようなことが判断

されるべきものなのかと思っています。

○川田委員 だから、法人格を持たなければなぜいいのだということを聞いているのです。

その理由を、先ほどから一回も答えていただいていないのです。法人格を持たない団体で

あれば、どうしていいのですかと。職務専念義務を免除しないで、命令だけでそこに従事

して業務を行うことがどうしてできるのですかと聞いているのです。それを言っていただ

けますか。

○一松総務部長 ご指摘の点については、当然、法人格を持っている場合ですと、全くの

別法人としての意思ということで、県の業務と同一と認められない可能性が高いので、逆

に今の人事課長通知の趣旨は、恐らくですが、そういうことではない法人については、県

と同一業務については、これは職務専念義務を解除する必要はないということを明確化し

たものと思っています。ですから、法人格がない団体、法的というか、実質的にも別団体

であるわけですが、その中で一定の基準を示して、まさに県の同一業務や上司の監督命令

ということになっているものについては、これは職務専念義務を解除しなくていいという

ことを明確化した人事課長通知だと認識しています。

○川田委員 この話を続けていても意味がないのですけれど、今も法的根拠を説明してい

ただいていないではないですか。法人格を持っていないからいいのだということになって

も、法人格を持っていなくても、全然別のことをやっている団体もいっぱいあるわけで、

それでは、こういう一言で決められるのかということで、例えば名古屋高裁なども、要件

を示しているわけです。同じだと言える要件は何なのだということを示しているわけです。

その中で、１．協議会等の事業内容の設置が地方公共団体の行う事業内容と重複すること、

２．協議会等の運営設置、地方公共団体が中心的役割を果たしていること、３．協議会等

における事務作業の大部分の設置、地方公共団体の職員が設置地方公共団体の職務として

遂行していること、４．予算の大半が設置地方公共団体からの補助金、負担金、交付金に

よって占められていること。この４つがいわゆる全国の各監査委員から示されている要件

です。

それと、先ほど言っていましたが、権利能力のない団体として認められるための４要件、

団体としての組織を備えていること、多数決の原則が行われていること、構成員の変更に
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もかかわらず団体そのものが存続すること、代表の方法、総会の運営、財産の管理その他

団体としての主要な点が確定していること。財産管理も県の職員がやっているではないで

すか。

先ほども言ったように、ある財産を、普通の団体のように法人格がない場合、法人格が

なくても、別にそこが代表して、それがルールでやっているところもいっぱいあります。

本来であれば全員で契約書にサインしなければいけないけれども、そのような面倒なこと

はできないから代表を決めてやっている、それをよしとしようと言ってやっているだけで

しょう。だけれど、解散する場合であれば、財産も全部分配しないとだめではないですか。

そういったことを言っているのです。だから、別団体か別団体でないかという判断は、法

人格を持っているか持っていないか、そういうことで判断しているわけではない。ここは

はっきりと言えると思います。別に私はどちらでもいいのです。いつまでも違う団体なの

だと言い切るのであればそれでいいし、職員まで派遣して、これも全部税金からお給金も

出ているわけですから、いやいや、それはやはり一体とみなした県の事業なのだというの

であればそれもよしだし、その点を前回から議論させていただいたのですが、今回出てき

た資料が、人事課長通知というものがいきなりぽんと出てきているので、これをもってそ

ういうことを言えることは絶対あり得ないと申し上げたかったのですが、いかがですか。

○一松総務部長 私どもが申し上げたい、総務部ということで申し上げると、職務専念義

務との関係でいいますと、人事課長通知にのっとった、法人格を持たない団体の事務であ

って、団体において従事する業務が云々というところに、今回の国民文化祭実行委員会が

該当しているということです。

その上で、県とどこまで同視し得るかというのは、それぞれの法令の趣旨に従って解釈

されるべきで、岐阜県の事例ですと、岐阜県情報公開条例というケース、私どもは、実際

当該問題の実行委員会の対応を知りませんけれども、その条例の趣旨等にのっとって判決

がなされたと思っています。川田委員がご指摘になっているのは、恐らくこのたびの監査

請求との関係だと思いますが、それは地方自治法の趣旨にのっとって、判断されるべきこ

とかとは思っています。

○奥山委員長 ちょうど１時間半たちましたので、１０分間トイレ休憩をとります。

１４：２８分 休憩

１４：４７分 再開

○奥山委員長 休憩を解いて再開します。
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○川田委員 団体が別かどうかということに関しては、今回一旦置いときます。

それと、次のことを聞きたいのですが、第３２回国民文化祭のロゴマーク制作業務の仕

様書が相手に渡されたのはいつなのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 仕様書については、当然総会で相手先を承認

いただいた後、見積もり等を出していただかなければいけませんので、そのときにお渡し

というか、内容を確認しています。

○奥山委員長 いつというのは、何年何月何日。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 見積書の提出が３月２４日ですので、その見

積もりを出していただくためにお渡しをしていると思います。済みません、そこまで今確

認をしていませんが、当然見積書を出すに当たっては、その仕様がないと出せないと思い

ますので、３月２４日だと考えています。

○川田委員 見積書が提出されたのは３月２４日ですね。３月２４日に、総会で決定して

からでないと仕様書などは絶対に出せないではないですか。その前から出ているというこ

とは、一般競争入札でいえば、先にみなに教えているのと同じことで、それはできないは

ずなのですが、この仕様書に関して、３月２４日同日に出されて、その日に５００万円の

見積書が県に来たということですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 期日等がタイトであることはもともとわかっ

ていましたので、その点については、正式な、郵便という形ではないのですが、電子メー

ルやファックスで、内容を向こうに確認していただいた上で見積書を出していただいたと

いうことだと考えています。

○川田委員 端的に聞きたいのです。３月２４日にお出しになったということでよろしい

のですね。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 ３月２４日の総会で決定後ということです。

以上です。

○川田委員 わかりました。３月２４日に出されて、３月２４日にすぐに見積書が来たと。

前の総務警察委員会の答弁で、事前から折衝されていたとおっしゃっていました。それは

いつから何回されて、どのような協議をされたのかを具体的に教えてください。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 前回の総務警察委員会のときに事前にお会い

したことは申しましたが、それについては、デザインをお願いをするかどうかは別として、

一応候補者として、どのような方かを当然事務局も確認をしなければいけませんし、また



- 17 -

実際に３月２４日の総会に候補者としてお名前を上げていいかの確認もしないうちに、ご

本人が知らない間に、実行委員会総会という公の場で名前を出すこともできませんので、

そういう意味で確認をさせていただく上で、お会いしたということです。決してロゴマー

クの作成を依頼したということではございませんので、そこは念を押しておきたいと思っ

ています。

実際にお会いしたのは、１月の末と３月の上旬の２回ですが、１月の末については、事

務局職員が上京した折にご挨拶に寄らせていただいた程度です。以上です。

○川田委員 メール等のやりとり等はどれぐらいあったのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 メール等のやりとりについては、現時点で確

認ができていないこともございまして、残っておりませんので、ただ、実際にお会いした

のは、１月２７日と３月１日で、２回お会いをさせていただいているということです。以

上です。

○川田委員 では、電話等のやりとりも、ファックス等のやりとりも、そういったものは

ないということなのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 ３月２４日以降はあるかと思うのですが、い

ずれにしても記録等が残っているものがございませんので、その前についても同じですけ

れども、とにかく記録として残っている分については、１月２７日と３月１日ということ

です。以上です。

○川田委員 ３月上旬に会われたときは、どのような話をされたのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 ３月上旬にお会いしたときには、国民文化祭

の趣旨説明と、水野氏について、今までどういう活動をされていたかなど、その経歴等に

対する聞き取り調査、それと先ほど言いましたように国民文化祭のロゴマークの作成につ

いて、次回３月２４日の実行委員会総会で候補者としてお名前を上げさせていただいてい

いかの確認をさせていただいています。以上です。

○川田委員 水野氏以外のデザイナーとの折衝は一切なく、この方だけなのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 ほかの方については、事務局内部で書類など

で候補者等を上げていたかもしれませんが、実際に、最終この方という方を決めて、お会

いしに行くについては、その方に決めて会いに行っておりますので、接触をしていますの

は水野氏ということになります。以上です。

○川田委員 だから、ほかの方は全然上がっていなかったということなのですか。今あや
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ふやな返事であったので、重要なところなので。最初から水野氏だけだったと。水野氏は

誰が言い出したのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 事務局内部でいろいろな候補者を上げていた

かもしれないのですが、現在書類として残っていますのは水野氏ということで、水野氏に

ということは、事務局内部でいろいろな候補者を上げた上で水野氏を第一候補者として上

げることで決定をして、実際に会いに行かせていただいているものです。以上です。

○川田委員 いやいや、記録が残っていないのであれば、そのようなこと言い切れないの

ではないですか。ほかの候補者がいろいろ上がった中で水野氏と決まったと今おっしゃい

ましたが、その前の答弁だと記録が残っていないのでわからないとおっしゃっていたでは

ないですか。答弁が変わっていますよ、いかがですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 実際記録等が残っていませんので、かといっ

て記録が残っていないからわかりませんとお答えできませんから、前任の職員等に確認を

させていただいたということです。ですから、公式の記録は残っていませんが、確認の作

業をさせていただいています。以上です。

○川田委員 わかりました。では、次回、その確認の調書を出してください。重要なとこ

ろですから。確認したらできるのでしょう。それであれば、調書を出していただいたら結

構ではないですか。

それと、この折衝のことと、会議録のテープはあったのでしょうか。前に依頼していま

したが、会議録のテープはあったのでしょうか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 会議録のテープについては、今、開示請求を

受けて、対応させていただきたいと思っていますが、現時点で保存について確認したとこ

ろ、今の時点では残っていません。以上です。

○川田委員 私も関係者からいろいろと総会の内容などを聞いているのですが、それを今

どうこう申し上げるつもりはないのですが、そちらの回答をもって比較したいのです。そ

れは比較できるような状態にあるのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 今申しましたように、会議録と全部をとった

テープはございませんので、その内容と照らし合わせての確認はできないと思うのですが、

川田委員が当事者の方々に聞き取りをされているのであれば、こちらも聞き取りをさせて

いただいて、その上で突合させていただきたいと思っています。以上です。

○川田委員 つくるのであれば、議事録の添付資料がもしあるのであれば出してください。
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それと、開示請求をかけて、私は議事録を求めたのですが、それについて、公文書とし

て出てきています。行政文書として、もう提出されて交付を受けているわけです。写しの

交付申請をして、写しもいただいたことですから、あの内容とまた違うことになってくれ

ば、これはこれでまた問題だと思うので、その点はいかがですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 当然、行政文書は公文書ですのであの内容を

今から変えることはもちろんございません。ただ、見ていただいてわかると思うのですが、

議事全部を悉皆にテープ起こししたものではございませんので、当然書かれていないこと、

あるいは軽微なことだという判断で書いていないこと等もございます。ですから、内容に

違いはないと思いますが、若干書かれていないところでそういう解釈をされている部分も

あるかと思いますので、そういうところも含めて確認はしていきたいと思っています。以

上です。

○川田委員 あと１点、今回お出しいただいた資料の中では、「例による」ことをいろい

ろるる書いてあるのですが、財務規程の中に、どうして奈良県契約規則が明記されている

のかは一切書かれていないのです。だから、その理由が、ただただ「例による」だから、

法令も関係あるという内容が書かれてあるのですが、それはいいとしても、問題は、随意

契約の締結に関する取扱基準もつけてもらっていますが、要件が全然これに当てはまって

いません。ここに「契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの」とありま

すが、水野氏が法令に特定されていたのですか。

○平田国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 お手元にお渡ししております随意契約の締結

に関する取扱基準の中で、「性質又は目的が競争入札に適しない」中の「主要施策として

位置付けられている等の理由で契約の相手方が一に定められているもの」の該当事例とし

て、（イ）の「契約の相手方を一の者とすることについて、県幹部を構成員とする会議で

承認されている」と。この実行委員会は、これを例として一部読みかえていますので、実

行委員会の構成員とする会議、まさに総会でありますけれども、そこで水野氏という、一

にするということで承認をされていますので、この規定をもって基準に当たると判断する

ことは問題ないと考えています。以上です。

○川田委員 承認もされているのに、公文書では明らかになっていないではないですか。

この中に明確に説明できるものとありますが、明確に説明されていないではないですか。

それと、「該当事例」の上に「適用するための要件」の中に、「法令等の規定により明確

に特定されるもの」とあるわけだから、まず入り口はそちらでしょう。定められているも
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のがあって、「該当事例」の（イ）になるのではないですか。百歩譲っても明確に説明で

きていないので、まして、これも判例が出ていますが、随意契約の例を出せということで、

社会観念審査ということですが、これは金額の審査は何もされていないではないですか。

１億円だと１億円でもよかったということですか。随意契約といえば金額に重要性がある

でしょう。例外規定はあるけれども、それにも当てはまらないです。

目的達成のために十分な調査、検討が行われずに随意契約が選択される場合には、やは

り不合理なものであるとなっています。金額も主体の一つです。ただ、目的達成のために

金額だけに全てこだわらなくてもいいという判例はありますけれども、金額が何も審査さ

れていないということはあり得ない。だから、なぜこのような金額が決まったのか。実行

委員会全部調べても、公募して５万円や２万円ではないですか。よそでできているのだか

ら、奈良県でできないということはないでしょう、合理的理由がないですよ。よそもみな

できてないのであれば、その理由は関係あるのかもしれないですが、そこは説明ができて

いないです。その点いかがですか。

○石井地域振興部理事 今の話ですけれども、基本的に我々としては、水野氏を相手方と

して委託を行うことについては、実行委員会で承認をいただいていると理解しています。

その上で、「随意契約の締結に関する取扱基準」の該当事例（イ）というのは、あくまで

契約の性質または目的が競争入札に適しない場合に該当するかどうかの基準であり、必ず

しも価格について同時に実行委員会に承認をいただくことまで考えていないと考えていま

す。では、なぜそのようなことが言えるのだという話があるかとは思うのですが、先ほど

もいろいろな裁判例を引いておられましたけれども、随意契約については昭和６２年３月

２０日、最高裁判決がございまして、これは普通地方公共団体の場合ですが、契約自体で

は、多少とも価格の有利性を犠牲にする結果になるとしても、普通地方公共団体において、

当該契約の目的、内容に照らし、それに相応する資力、信用、技術、経験等を有する相手

方を選定し、その者との間で契約を締結する方法をとるのが当該契約の性質に照らし、ま

たその目的を究極的に達成する上でより妥当であり、ひいては当該地方公共団体の利益の

増進につながると合理的に判断される場合も、その性質、目的が競争入札に適さないと認

められています。

その上で、そのような場合に該当するか否かは、個々具体的な契約に当該契約の種類、

内容、性質、目的等、諸般の事情を考慮して、当該普通地方公共団体の契約担当者の合理

的な裁量判断により決定されるべきものとなっており、私どもとしては、基本的には平城
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遷都１３００年記念事業におけるシンボルマーク、マスコットキャラクターの価格を参考

にさせていただいた上で適正ではないかと判断したもので、それは基本的には実行委員会

事務局の合理的な裁量の中で行われた適正な価格の判断だと理解しています。

その上で、ほかのところでもどうだというお話がございましたので、補足的に先般、熊

本県にも確認をさせていただきました。問題になっていました水野氏がおつくりになられ

たくまモンのデザインですけれども、これについても随意契約で、税抜きで５００万円で

委託していることを回答いただいたところです。その辺も含めて、その後、くまモンは非

常に隆盛になっていることもあり、その経済効果も考えますと、適正ではなかったかと思

っています。以上です。

○川田委員 今、るる説明されたことは読んでわかっているのですが、では、裁量的判断

というけれども、その裁量的判断基準は何なのですか。それも裁判の中で示されています。

裁量的判断基準をおっしゃっていただけますか。

○石井地域振興部理事 済みません、今裁判例の中で示されているということについては、

今、直接目にすることはできませんので、お答えするのは難しいところですけれども、基

本的には我々としては、一定合理的な判断による決定と理解しているところです。

○川田委員 昭和６２年３月２０日の最高裁第二小法廷でやられたものを、今おっしゃっ

ていたのですね。判決の内容が変わったわけではないから、小法廷で行われているわけで

すが、これも同じ系列できています。この中でもごみの焼却施設建設の随意契約事件の裁

判がありますが、価格の有利性を犠牲にする結果となるにしても、その合理的な内容とい

うのがあって、それは選択して比較されている場合でしょう。一つだけを見て、どうして

それが合理的だと判断できるのですか。比較した上で、これは価格は若干高いかもしれな

いけれども、こちらのほうが将来的なメンテナンス等々を比較して、総合な判断として、

これが有利だと判断した場合には、大丈夫だよとされているわけでしょう。なぜ一つだけ

を持ってきて、この一つだけを見て合理的な判断だったと言えるのですか。比較もしてい

ないのに。何を対象にして、検討されたわけですか。もう一つおかしいのが、なぜデザイ

ナーを決めるのですか。普通、作品を決めるのではないですか。作品を見て、公募申請の

ときでもいろいろな作品が上がってきた中で、その作品を見て、これがいい、あれがいい

とみなで選ぶではないですか。なぜデザイナーなのですか、なぜ人なのですか。

○石井地域振興部理事 比較の話でございます。先ほどの繰り返しになりますが、平城遷

都１３００年記念事業におけるせんとくん並びにマークと比較をして、過去の例と比較を
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して合理的だという判断をしたものと理解しています。

もう一つ、なぜ人かということですが、これは第２回総会において、総意として、人を

事務局の側で選定して委託すると決まっていますので、我々としては、それに従って判断

したということです。以上です。

○川田委員 しかし、今回お出しいただいた中でも、法令の適用も準用されているわけで

しょう。契約規則でと、この間は言っていたけれども、今回は地方自治法も含まれるとい

う回答ではないですか。それなら、地方自治法の中に人を選択するという方法があるので

すか。

○石井地域振興部理事 済みません、変な言い方をすると、人や物といったことが直接明

示されているものはなく、その上で、地方自治法施行令では、契約の性質又は目的が競争

入札に適しないものですので、特に人であったり物であったりということを特定している

ような形ではないと理解しています。

○川田委員 例えば駅前開発などで、そこの土地しかないのであれば競争性がないという

判断になるかもしれない、随意契約でね。しかし、こういうものは公募をみなやっている

ではないですか。何の理由に適しないのですか。頭から公募はだめだということなのです

か。ほかの団体がやっておられるように、公募をして、そこからよい作品を選択して、そ

こから有名になられていった方もたくさんいらっしゃるではないですか。それはなぜ否定

するのですか。その否定理由を教えてください。

○石井地域振興部理事 否定するわけではございませんけれども、第２回総会において、

いろいろな議論はされています。公募でするときのメリット、デメリット、それから特定

の人を選ぶときのメリット、デメリット。そういうことを踏まえた上で、特定の人を選び

ましょうと決められたということで、人になっているということです。以上です。

○川田委員 だから、今回、「国民文化祭に関する質問への回答」を出していただきまし

たが、これは地方自治法も関係して、それを準用してやっているわけでしょう。だから、

先ほど聞いたけれど、地方自治法の中には、人を特定して選ぶ方法があるのですかという

ことを聞いているのです。

○村田地域振興部長 本日提出しました資料、またせんだっての事前の総務警察委員会で

川田委員から提出のあった資料、同じですけれども、地方自治法を受けた形で本県におい

て定めている随意契約の締結に関する取扱基準において、下線が引いてあるところで実際

に随意契約を認めているという理解で私たちはいます。したがって、今回の契約も決して
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間違っていないと考えています。

○川田委員 さっきの別団体の話も関連してくるのですが、県の事業の一部として職員が

派遣されて、職務専念義務が解除されない。いわゆる県の事業だと、一松総務部長がおっ

しゃっていたように、範囲というのはどこまでのものかというのは確かにあるので、そこ

を黒か白かだけでは議論は進まないと、先程きたわけですが、その中において、県の全体

主体で決められている、例えばいわゆる法令で定められていると要件には書いている。そ

こにも線を引いています。「契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの」

と書いているではないですか。今回のケースは、それはされていないでしょう。実行委員

会は、法令ではないですから。我々、行政の中でも、地方自治法に基づいてみな議論して、

議決していいのか、悪いのか、やっています。では、仮に議会だけで、もうこれでいいと

決めれば、地方自治法はそれを許すのですか。それはないでしょう。

○村田地域振興部長 今、川田委員がご指摘の点ですが、資料５の「適用するための要

件」のうち、１．について指摘があったかと思いますが、まさに「性質又は目的が競争入

札に適しない場合」として３つの事例を挙げています。その具体的な内容についてさらに

４つあるわけです。もう一つ線を引いているのは、「法令等の規定により明確に特定され

るもの」の事例の２つ目「主要施策として位置付けられている等の理由で契約の相手方が

一に定められているもの」、こういったものが要件であると考えています。さらにその

「適用するための要件」の具体的事例の「該当事例」として、下線の（イ）が位置づけら

れているというのが、随意契約の締結に関する取扱基準の内容だと解していますので、競

争入札に適しないと理解することはできると考えています。

○川田委員 いや、だから、法令等の規定により明確に特定されていないのでしょう。

「主要施策と位置付けられている等の理由で契約の相手方が一に定められているもの」、

これは自分たちで一と定めているのではないのですか、定められたものではないではない

ですか。だから、今言ったように、議会でＡさんがいいと決めた、それが地方自治法の要

件に適合していない。それは違法でしょう。違法の場合は無効ではないですか。実行委員

会で決めたら何でもいいのですかということです。それはないです。だから、法律等々で

決められている、ほかに判断のしようがない場合などを指しているわけで、これは自分た

ちでつくった規定ですから。奈良県会計局がつくっている規定でしょう。だから、地方自

治法施行令第１６７条の２第１項第２号で、どうして適さないのかということです。ここ

は重要です。よその団体は、全部ロゴマークは募集してやっているではないですか。どう
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して奈良県だけが適さないのですか。そこを明確に言っていただけますか。

○村田地域振興部長 ご質問は２点あったかと存じます。まず１点目、適用するための要

件に当たっていない、相手は一と定められていない、明確に特定されていないという指摘

がございましたけれども、ここは先ほどのお話を少し繰り返させますが、適用するための

要件は、相手方が法令等の規定により明確に特定されるものです。法令等の規定の一つと

して、「主要施策として位置付けられている等の理由で契約の相手方が一に定められてい

るもの」ということですが、定められていないではないかという指摘に関しては、その要

件の該当事例として定めている（イ）で、まさに相手方を一の者とすることについて云々

とあります。したがいまして、県の実行委員会が相手方を一の者にすることを意思決定し

ており、外部に対してもそのことを明確に説明できるという状況にございますので、これ

らの要件については、随意契約の締結に関する取扱基準を満たしていると考えます。

また、もう１点の質問についてです。競争入札云々ということですが、これは競争入札

にする場合、あるいは今回のように随意契約にする場合、いろいろな考え方があるとは思

いますけれども、本県に限らず、国民文化祭に関しては、ロゴマークの位置づけは大会ご

とに少しずつ異なっていると考えています。本県の場合は、国民文化祭について、日本文

化の源流を探るという本県ならではの理念をきちんと与えており、かつ全国で初めて障害

者芸術文化祭と一体開催をさせていただくということで、これまで他府県で開催さされた

国民文化祭とは少し理念的なものが異なるところがあるという状況です。こういった中で

本大会を成功に必ず導くためには、現状必ずしも各県持ち回りでやっているがゆえに知名

度が高いとはいえない国民文化祭について、当初から力を入れて周知定着を図る必要があ

ると考え、このため非常にロゴマークの役割が重要だということで、今回のロゴマーク制

作を公募するかどうかについて、第２回総会で審議された結果、公募せずにデザイナーの

候補者を事務局で検討するというように決定されたということですので、実行委員会の意

思決定機関での結論ですので、先ほどの随意契約の締結に関する取扱基準とも適合すると

考えます。

○川田委員 いや、後づけの材料でいろいろいつも言われていると思うのですが、議事録

にそのような説明は一つもないではないですか、委員にも説明されていないです。証拠と

して、ロゴマークの仕様書には、奈良県の歴史、伝統文化と奈良のイメージを的確に表現

したロゴマークを作成し、有効的に活用することにより、第３２回国民文化祭奈良２０１

７の開催中はもとより、開催後も継続して奈良県に経済波及効果をもたらすことを目的と
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するとしか書いていないです。

今、長々と説明されたけれども、それは後からおっしゃっていることではないですか。

明確に説明できていないでしょう。そのようなことを言えば何でもありではないですか。

実行委員会で決めたら何でもいいのですか。公金支出、負担金を支出している、先ほどの

同一の団体とみなされるかどうかというような議論も全部かかわってくるわけです。だか

ら、議事録にも書いていないこと、後でぺらぺらしゃべられてもわからないです。では、

説明した証拠を出してくださいよ。録音テープでも何でもいいから出してください。その

ようなもの全部後づけではないですか。こういう議論になったから、後から理由を考えて

言っているだけでしょう。これはおかしいですよ。証拠があって言われるのであればいい

が、証拠がないから、議事録も公文書として出てきているわけです。委員会で提出された

ものも公文書でしょう。情報公開をかけてくれというから、情報公開をかけて、１５日間

待って出てきたわけです。もっと早くくれましたが。でも、そこには書いていないのです

よ。だけれど、ああ言いました、こう言いましたと、書いていないものをどうやって信用

しろというのですか。行政体として、それはいろいろな意思決定過程はあるのかもしれま

せんが、明らかにほかと比べても、ほかは５万円や２万円でやっているわけで、では、ほ

かの団体は５万円でやっているから、そのロゴマークはおかしいのですか。立派に誇りを

持ってやっておられます。成功されているではないですか。なぜ奈良県だけが５００万円

をかけないと、そしてこういう不透明な決め方をしないと、その目的が達成できないので

すか。そこは真摯になって受けていただかないと。先ほども裁判の話、休憩中に出ていま

したが、結局、何でも、全部最後は裁判しなければならないということではないですか。

だから、その場合は合理的に誰が聞いても、議事録にも書いていない、金額の審議もされ

ていない。全く同等のもので、片方が１０万円ぐらい、片方で１億円の値段がついた、そ

れの合理的な理由を説明しろといっても無理ですよ。だから、基本的なものは、価格の安

い方を選びましょうとなっているわけでしょう。法の規定では、入札のほうが上にあるの

だから。そこはそういう趣旨なのだから、その趣旨をもって下の規定が決まっているわけ

でしょう。後づけ材料はもう絶対二度としないでいただきたいです。

○村田地域振興部長 まず、当時の実行委員会の議事録について、ここは先ほど平田国民

文化祭・障害者芸術文化際課長からもお答えしたところですが、少し全体について悉皆的

にまとめたことではないということで、川田委員がおっしゃるような疑念があるところが

あるかもしれません。その点については、私どもも真摯に捉えて、きちんと当時のお話等
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も踏まえて比較をさせていただくことは申し上げたところですけれども、改めて私からも

その点についてはきちんとさせていただくということは申し上げたいと思います。

それから、２つ目に質問がありました、いわゆるロゴマークの委託料について高額か否

かという指摘についてですけれども、ロゴマークを初め、デザインの価格は芸術的な要素

が非常に強うございます。したがいまして、制作者の能力、業界内のランクで値段も変わ

ってくると思いますし、あるいは使用権そのもの、期間を限定させるのか、例えば国民文

化祭の期間だけにするのか、あるいは著作権全てをもらうのか、そういう譲渡の範囲によ

っても契約金額は大分大きな差が出てくると思います。質問について、１０万円のところ

がいい、５万円のところがいい、それは各団体のお考えによる、各実行委員会のお考えに

よると考えますけれども、私どもの今回のロゴマークについては、制作者が多くのデザイ

ン制作をこれまで手がけて、業界内でも最も高い評価を得ているということですし、また

ロゴマークに関しては著作権の全てを今回譲渡を受けていると聞いています。さらに、そ

の後関連商品等に展開することも含めて契約しているということですので、これは高額で

あるとは考えていませんし、また先ほど来、石井地域振興部理事からもお答えしたとおり、

かつて本県において行ったロゴマークの価格も参考にしている、さらには今回お願いした

デザイナーにかかる同じような、水野氏に同じくやっている熊本県にも確認した結果、同

じような金額で委託をしているということです。そういうことを考えると、私どもとして

は、これは問題ないと思いますし、また繰り返しになりますが、一般競争入札を行わない

からといって、地方自治法に違反しているわけではなく、地方自治法には随意契約を定め

る場合もありますし、それに関する取扱基準を本県としては定めており、その取扱基準に

も、これはきちんと合致しているというのが私どもの今現在の見解です。

○川田委員 これは言っていても平行線なので、次回までに証明してください。きちんと

そういう議決があって、承認があって、先ほど村田地域振興部長がおっしゃった説明があ

ったのだということも全て説明してください。一つでも違っていればうそをついていたと、

虚偽の答弁ということで判断させていただきます。だから、これはまた代表質問で、テレ

ビで全国の方が見ていただいている前で知事にお聞きしたほうがいいと思いますので、多

くの方がこれは聞かれると思いますので、それはまた考えたいと思います。

次、サマータイム期間で、午前８時から午後４時４５分までというのをやっていました

ね。これは調べましたら、執務時間が規則で定められています、平成元年５月６日、奈良

県の執務時間を定める規則が公布されています。この公布されている時間の中で見れば、
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条例で定められている休日を省いた場合に、午前８時３０分から午後５時１５分までと、

頭に原則とついていますが、これが県民に公布されています。

ところが、今回、どうやってこれを変えたのかなと、謎に思ったので調べていくと、奈

良県職員服務規程の中で、知事の訓令、いわゆる命令によって午前８時から午後４時４５

分まで勤務しなさいと決められています。国でも夕方を活用しようというゆう活をやって

いますが、国でやっておられるのはあくまでも要請であって命令ではないのです。だから、

その中で自分たちで考えて、こういった取り組みをやってくださいということです。だけ

れど、今回は、知事の命令でやられています。命令でこのようなことができるのですか。

勤務時間の割り当てをやっていく命令はできるでしょう。だけれど、執務時間というのは

営業時間ではないですか。午前８時３０分から始まって午後５時１５分まで、この期間は

あいていますと県民に公布して、それを全部知らしめているわけでしょう。ところがお店

に行ったら、店に誰もいないというような割り当てを、普通は命令しないですよね。どう

してそのような命令をやられたのかを回答いただけますか。

○枡井総務部次長（人事課長事務取扱） お述べのとおり、職務命令で、職に対して時間

の割り振りを変更しています。規則はそのままになっており、ただ、川田委員がお述べに

なりましたが、ここに原則としてと書いていますので、これで規則上は読めると考えてい

ました。ただ、川田委員もお述べになりましたこともあり、さらに明確化するために、も

し来年も同じようにする場合は、規則は整理したいと考えています。

○川田委員 いや、原則とは、これはそういうように読めません。これは時間がはっきり

明記されて出ていますから、これは聞いてきていますので。道路交通法にしてもそうでは

ないですか、原則左側通行と書いている、しかし、原則と書いているから守らなくてもい

いのだ、自由に右側を走っていいのだという論理ではないですか。そのような話はないで

すよ。だから、私が言いたいのは、知事が職員に対して命令でやっている。これは住民主

体ではないではないですか。県庁をあけている、日曜日、土曜日をお休みにする、これは

条例で定め、条例といえば、議会が承認している、いわゆる県民が納得して合意している

わけでしょう。規則は公布して、これでやりますよと言っているわけでしょう。命令は何

も関係ないではないですか、住民からすれば。住民が県庁に午後５時に来られたら閉まっ

ているわけですよ。知事は公布したのですか、これ。規則の公布をしていないから、変更

も、このままなのでしょう。私が言ったのはそこなのです。

地方自治法にも公布の意味も書いているし、条例規則のところにも、規則は条例に準則
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するとなっています。なぜ命令でそのようなことができるのですか、誰がそのような権限

を与えたのですか。命令はいいでしょう。だけれど、午後５時は、店で言えば開店時間で

すよね。開店時間内は、勤務時間をきちんと割り当てていく責務、義務があるのではない

ですか。それができていない。

時間がないからどんどん言いますが、ほかにもいっぱいあります。奈良県の外部監査契

約を締結しようとする相手方の資格を証する書面等に関するものも、法令、施行令から委

任されている規則なのです。ところが、規則で定めなさいとなっているのに、奈良県では

規程で定めているのです。規程は、規則より下ではないですか。これは命令の一種で、内

部だけで行うものでしょう。しかし、外部監査契約を締結しようとする相手方の資格を証

する書面等を閲覧するというのは、外部に関係あるではないですか。住民に関係がある事

項だから、施行令から命令委任されて、規則で定めなさいとなっているわけでしょう。こ

れもおかしいでしょう。もう言っていても仕方がない。奈良県の精神保健センター管理規

則もそうです。センターの開館時間は午前９時から午後５時までと規則で決まっている。

これを、なぜ命令で変更できるのですか。これも規則委任です。それと、奈良県知事の資

産等の公開に関する条例施行規則、これも報告書の閲覧は執務時間中にしなければならな

いということで、規則で決まっているのです。条例から規則に定められてやっているので

す。これは条例違反ですよ。一方的に言われるのは、命令権を持たれている方がやればい

いけれども、普通は、大体みな、行政、役所に合わせているのではなくて、役所が民間に

合わせて、開店時間も合わせているわけです。なぜ自分のところだけ先にずらすのですか。

それをずらさないで、国のように中で運用でやられるのであればわかるけれど、なぜそれ

に県民が左右されないといけないのか疑問に思います。今回、私もこの件に関して多くの

職員の方にお話も伺いました。朝お出かけになられるお母さんがあって、子どもがまだ小

さい、小学校１年、２年とおっしゃっていましたが、子どものほうが家を出るのが遅いの

です。子どもに鍵をかけていきなさいよと言って、帰ってきたら鍵があいていたなど、実

際のところ、不満がものすごく多いです。アンケートをとっても県のことを悪くなどなか

なか職員は書けないではないですか。だから、来年からもしそこを注意してやるのであれ

ば、県民優先でやっていただかないと、その中で職員の生活リズム等々もあるので、やは

り押しつけはだめです。国であれば最低でも１日そういうのをやりなさい、何日間はやり

なさいという言い方ぐらいでしょう。時間割り当てに対して命令というのはなじまないで

す。土曜日にやれという割り当てはわかりますが、県庁全体、全部一緒でというのは、ど
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う考えても法的趣旨に合わないです。その点いかがですか。

○一松総務部長 今ご指摘いただいたのは県民目線でということだと思いますが、来年度、

またサマータイムを実施するか否かの検討に当たっては、しっかり検討させていただくと

いうことです。

また、規程の件ですが、枡井総務部次長から申し述べたとおり、現在は執務時間を定め

る規則の中で原則としてと書かれている中で読み込んでいるわけですが、川田委員がご指

摘のとおり、執務時間は県民に対する行政サービスのありようともかかわる概念でありま

すことから、仮に来年度もサマータイムを実施するときはしっかりと規程も整備して、よ

り明確化を図る形にしたいと思います。

○川田委員 条例違反もあるのでね。原則と言われるが、それを多分言うと思っていたの

で、条例違反も調べてきたのです。条例違反もあるので、やはり、職員もそのようなもの

はありがた迷惑でもあるのですから、そのあたり、職員の意見も十分聞いた上でやってあ

げてください。本当に子どもが小さいところなどは大変ですよ。逆に、夕方、旦那に早く

帰ってきてほしくないという意見もありましたから、そういう点も考慮に入れて、ぜひと

もお願いしたいと思います。終わります。

○奥山委員長 ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

ほかになければ、これをもちまして質疑を終わります。

次に、議会閉会中の審査事項に係る委員長報告については、正副委員長に一任願えます

か。

（「はい」と呼ぶ者あり）

それでは、そのようにさせていただきます。

これをもちまして、本日の委員会を終わります。

なお、委員の方はしばらくお残りください。

理事者、記者、傍聴者の方は退席願います。ご苦労さまでした。


